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１．件名 

「福島第一原子力発電所第１～４号機に対する「中期的安全確保の考え方」

に基づく施設運営計画に係る報告書」のうち使用済燃料乾式キャスク仮保管

設備の構造強度及び耐震性評価における入力データの誤りへの対応について

（報告） 

 

 

２．概要 

  本報告書は、「福島第一原子力発電所第１～４号機に対する「中期的安全確

保の考え方」に基づく施設運営計画に係る報告書」のうち使用済燃料乾式キ

ャスク仮保管設備の構造強度及び耐震性評価における入力データの誤りへの

対応について（指示）」（20120910 原院第 15 号 平成 24 年 9 月 12 日）*1によ

る指示に対し、報告するものである。 

 

 *1 指示文書 

  福島第一原子力発電所第１～４号機に対する「中期的安全確保の考え方」

に基づく施設運営計画に係る報告書のうち使用済燃料乾式キャスク仮保管設

備の構造強度及び耐震性評価における入力データの誤りへの対応について

（指示） 

（20120910 原院第 15 号 平成 24 年 9 月 12 日） 

  原子力安全・保安院（以下「当院」という。）は貴社より、平成２４年１月

１７日に「福島第一原子力発電所第１～４号機に対する「中期的安全確保の

考え方」に基づく施設運営計画に係る報告書」について提出を受けていまし

たが、加えて同年７月４日に、使用済燃料乾式キャスク仮保管設備の構造強

度及び耐震性に係る評価結果が追加的に示されました。しかしながら、同年

９月１０日、当院は貴社より、当該評価結果中、耐震性に係る解析データの

入力値等の誤りがある旨の報告を受けました。 

  当該報告によると、コンクリートモジュールの三次元解析モデルの接合金

具等の寸法に関して誤ったデータが入力されていました。正しい入力値で再

解析した結果、構造強度及び耐震性の評価結果に影響はないとしていますが、

これらの解析データの一部に誤りがあったことは問題であり、当院は貴社に

対し、改めて入力データの再点検を行い必要な補正を行うとともに、当該入

力誤りの原因分析・再発防止対策をとりまとめ、同年９月２８日までに報告

することを指示します。 
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３．経緯 

  当社は、平成 24 年 7 月 4 日に原子力安全・保安院に対して「福島第一原子

力発電所第１～４号機に対する「中期的安全確保の考え方」に基づく施設運

営計画に係る報告書（その２）（改訂２）の変更」（以下「報告書」という。）

を提出した。 

  同年 9 月 7 日に受注メーカより連絡を受け、使用済燃料乾式キャスク仮保

管設備コンクリートモジュールの構造強度及び耐震性評価における入力条件

に誤りがあること、報告書の転記の誤りがあることを確認した。 

  このため、同年 9月 11 日に誤りのあった箇所を修正した上で報告書の補正

申請を行った。 

 

 

４．不適合の内容 

４．１ 入力データの誤り 

  報告書のうちコンクリートモジュールの構造強度及び耐震性評価の解析モ

デルの作成にあたり、コンクリートプレートの接合金物及びベース金物の厚

さ寸法、天井のひさしの寸法について一部設計確定前の値を入力していた。

このことより、報告書の各部発生の応力値及び途中計算値を誤って記載して

いた。 

（添付資料－１） 

 

４．２ 報告書転記の誤り 

  クレーンの基準地震動Ｓｓに対する波及的影響の評価解析における設計用

加速度及び各部発生応力値について、設計確定前に行った予備解析結果の値

を誤って記載していた。 

（添付資料－２） 

 

コンクリートモジュールの構造強度及び耐震性について、設計確定後の正

しい値を用いて再評価を行った結果、算出応力が許容応力以下となり、評価

結果に影響がないことを確認した。 

クレーンの基準地震動Ｓｓに対する波及的影響について、設計確定後の正

しい解析結果の値を確認した結果、算出応力が許容応力以下となり、評価結

果に影響がないことを確認した。 

（添付資料－３） 
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５．入力データの再点検 

５．１ 再点検の方法 

  前述４．１の類似の誤りを確認するため、使用済燃料乾式キャスク仮保管

設備に係る安全評価において、実施手段に計算機プログラムを用いる評価に

ついて、以下事項の確認を行った。 

 ・入力データの確認 

設備図書等の入力データがプログラムに正しく入力されていることを、

その入力根拠も含め確認。 

 ・出力データの確認 

   プログラムの出力データが適切に受注メーカ作成の評価書に転記されて

いることを確認。 

 ・報告書記載事項の確認 

 受注メーカ作成の評価書の記載内容が適切に報告書に転記されているこ

とを確認。 

 

  また、前述４．２の類似の誤りを確認するため、報告書記載事項の確認に

ついては計算機プログラムの出力データ以外の記載についても、引用図書か

ら適切に転記されていることの確認を行った。 

 

 

５．２ 再点検の結果 

再点検の結果、表計算ソフトにおける入力計算式の誤りが１件（５箇所）、

出力データから受注メーカ作成の評価書への転記の誤りが６件（２２箇所）、

引用図書から報告書への転記の誤りが５件（５箇所）、その他手計算の誤りが

１件（１箇所）確認された。 

なお、入力計算式の誤りについては再計算を、その他の誤りについては正

しい記載内容の確認を行った結果、いずれも当該評価結果に影響するもので

ないことを確認した。 

また、上記誤りに波及して再評価が必要となった評価事項が２件確認され

た。 

（１）表計算ソフトにおける入力計算式の誤りについて 

  コンクリートモジュールの耐震性評価における応力の計算のうち、表計算

ソフトを用いて算出をしている箇所において、一部誤った計算範囲を指定し

て計算を行っていた。このことより、報告書の各部発生の応力値及び途中計

算値を誤って記載していた。 
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（２）出力データから受注メーカ作成の評価書への転記の誤りについて 

  コンクリート基礎の構造強度及び耐震性評価並びにコンクリートモジュー

ルの耐震性評価における応力の計算において、表計算ソフトを用いて算出し

た出力データについて、受注メーカ作成の評価書に読み違えた値を転記して

しまった。報告書は受注メーカ作成の評価書を転記しているため、結果して

報告書の各部発生応力値及び途中計算値を誤って記載してしまった。 

 

（３）引用図書から報告書への転記の誤りについて 

・乾式キャスクの耐震性評価において、既往評価結果として工事計画認可申

請書添付の評価結果を報告書に転記する際に、設計加速度値、許容応力値、

部位名称について一部誤って記載していた。 

・異常事象の評価において、受注メーカ作成の評価書から報告書に転記する

際に、計算式の記号及び支持架台の重量値について一部誤って記載してい

た。 

 

（４）手計算の誤りについて 

  耐震設計方針における地盤定数の記載において、単位系を誤って計算を行

ったため、コンクリート基礎の密度について誤った記載をしてしまった。 

（添付資料－４） 

 

（５）誤りに波及して再評価が必要なもの 

コンクリート基礎の構造強度及び耐震性評価においては、コンクリートモ

ジュールの構造強度及び耐震性評価結果の一部を荷重条件に用いている。コ

ンクリートモジュールの構造強度及び耐震性評価については、入力データの

誤り、表計算ソフトにおける入力計算式の誤りが確認されていることから、

コンクリート基礎の構造強度及び耐震性評価において誤りのあった荷重条件

で評価していたこととなる。 

コンクリートモジュール全体の荷重に比べ、今回の誤りによる荷重の変動

は僅かであるため、評価結果に影響するものではないと考えるが、報告書の

記載に変更が生じる可能性があり、コンクリート基礎の構造強度及び耐震性

については、再評価が必要となる。 

 

５．３ 今後の対応 

  再点検の結果、報告書の記載に誤りが確認されたことから、正しい記載に

修正し、報告書の補正申請を行うこととする。 

 ただし、誤りに波及して再評価が必要となるコンクリート基礎の構造強度及
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び耐震性評価においては評価に期間を要するため、再評価結果を確認の上、

報告書の記載に変更が生じる場合には、改めて補正申請を行うこととする。 

 

 

６．原因分析及び再発防止対策 

６．１ 原因分析 

６．１．１ 状況調査 

  関係者への聞き取り等の結果、以下の事実を確認した。 

（１）実施体制について 

・当社は使用済燃料乾式キャスク仮保管設備に係る安全評価について受注メ

ーカに発注しているが、受注メーカは評価の一部を評価毎に複数の調達先

企業に発注している。誤りのあったコンクリートモジュールの構造強度及

び耐震性評価等においても、調達先企業に発注して評価を実施していた。 

 ・調達先企業はコンクリートモジュールの構造強度及び耐震性評価のうち、

解析モデルの作成業務について更に別の企業に発注して評価を実施してい

た。 

（添付資料－５） 

 

（２）誤り発生時の状況について 

 ①入力データの誤り 

 ・一般的な構築物の設計・解析評価においては、解析モデル作成の際に設計

が確定していない各部位の寸法等の入力値について、暫定値を用いてモデ

ル作成を行い、入力値を変えながら複数回解析を行い、成立性を確認しな

がら適切な設計値を確定する手法が取られることが多い。 

・受注メーカ及び調達先企業は、今回のコンクリートモジュールの設計及び

構造強度・耐震性評価において、通例の手法と同様に行うことを計画して

おり、誤りのあったコンクリートプレートの接合金物及びベース金物の厚

さ寸法、天井のひさしの張り出し寸法についても複数の暫定値を用いて解

析が行われていた。 

 ・入力値を変えながら複数回解析を実施していく過程において、調達先企業

の担当者は、モデル作成を依頼している企業に、設計用図面に変更するデ

ータ箇所をマーキングして入力値の変更指示を行った。今回指示に使用し

たものは最新の図面ではなかったために、変更を依頼したマーキング箇所

以外に、設計確定前のベース金物厚さ（t=22）が記載されていた。モデル

作成担当者はベース金物厚さの入力データ（t=19）と異なることに気付き、

変更指示のあった箇所に加え、変更指示のなかったベース金物厚さについ
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ても、図面に記載されている暫定値（t=22）にデータを変更してしまった。 

 ・調達先企業の担当者は修正されたデータについて、修正指示した箇所のみ

を確認したため、指示した箇所以外にデータが修正されていることに気付

かなかった。 

 ・調達先企業の担当者は、天井のひさしの張り出し寸法のデータを 0mm から

100mm に変更する際に、誤って一部（短手面）の張り出し寸法について変更

しないまま解析を実施してしまった。 

 ・調達先企業の担当者は、コンクリートプレートの接合金物の厚さのデータ

を 9mm から 6mm に変更する際に、誤って一部（天井部）の接合金物の厚さ

について変更しないまま解析を実施してしまった。 

 ・調達先企業は、設計確定後に入力データの確認を全数実施することが通例

であったが、今回は抜き取りによる確認を実施したため、誤った入力デー

タを確認することが出来なかった。 

（添付資料－６） 

②表計算ソフトにおける入力計算式の誤り 

 ・今回の表計算ソフトによる計算は、コンクリートモジュールの複数の評価

部位に対して使用され、その計算式は評価部位によって異なる。調達先企

業の担当者は、ある評価部位の計算式を表計算ソフトに入力し計算を行い、

他の評価部位については、最初に作成した表計算ソフトファイルの計算式

を修正してファイルを新たにリバイスした上で、該当する評価部位につい

ての計算を行っていた。 

 ・調達先企業の担当者は、誤りのあった評価部位の計算を行う際に、別の評

価部位用の表計算ソフトファイルの計算式を修正したが、一部誤った計算

式に修正し、計算を行ってしまった。 

 ・調達先企業は、表計算ソフトへの入力値、入力式の妥当性を検証すること

が通例であったが、今回は最初に作成したファイルについては検証を実施

したが、それ以外のファイルについては抜き取りによる検証を行っていた

ため、誤った入力式を確認することができなかった。 

 ③出力データから受注メーカ作成の評価書への転記の誤り 

 ・調達先企業の担当者は、計算の出力データから計算結果の集約表を作成す

る際に、数値を読み違えて転記してしまった。 

 ・調達先企業は、出力データが正しく転記されていることを確認する必要が

あったが、この確認を行わなかった。また、受注メーカは調達先企業作成

の集約表をそのまま評価書に転記したため、誤った評価書の記載となって

しまった。 

 ④引用図書から報告書への転記の誤り 
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 ・当社担当者は、クレーンの基準地震動Ｓｓに対する波及的影響の評価にお

いて、まず設計確定前の評価書を受領して報告書の作成を行い、その後、

設計確定後の評価書を受領して報告書の修正を行ったが、一部の記載につ

いて修正し忘れてしまった。 

・当社担当者は、乾式キャスクの耐震性評価において、既往評価結果として

工事計画認可申請書添付の評価結果を報告書に転記する際に、一部誤って

記載していた。 

・当社担当者は、異常事象の評価において、受注メーカ作成の評価書から報

告書に転記する際に、一部誤って記載していた。 

 ・通常の許認可等に係る申請書類に対しては、読み合わせ等による確認を行

うこととしているが、当社担当グループは、報告書に対して読み合わせを

行っていたものの、誤字・脱字、論理矛盾の有無等についての確認だけを

行い、他の図書から転記している記載箇所に対してエビデンス資料に照ら

し合わせた確認を行っていなかったため、誤った記載を確認することがで

きなかった。 

 ⑤手計算の誤り 

 ・当社担当者はコンクリート基礎の密度を計算する際に、単位系を見誤って

しまったため、誤った計算結果を報告書に記載してしまった。 

 ・通常の許認可等に係る申請書類に対しては、読み合わせ等による確認を行

うこととしているが、当社担当グループは、報告書に対して読み合わせを

行っていたものの、誤字・脱字、論理矛盾の有無等についての確認だけを

行い、手計算の結果に対する検証を行っていなかったため、誤った記載を

確認することができなかった。 

 

（３）業務成果に係る確認行為について 

・受注メーカ及び調達先企業においては、今回のコンクリートモジュールの

ように複数のコンクリートパネルを金物で接合する構造で、かつ高い耐震

性を有する構築物を取り扱った事例はなく、設計に予想以上の期間を要し

たため、当初の予定よりスケジュールが逼迫した。また、一般的な建築物

の解析と比較すると、解析要素数が約百倍程度に及んでいたため、当初見

込んでいたデータ確認に注力する期間及び人的リソースが不足したことか

ら、調達先企業においては抜き取りによる確認のみの対応しかしなかった。 

 ・受注メーカは、許認可解析業務に限らない一般的な外注に係る社内規定に

おいて、情報・成果品の授受に係る記録や成果物に対する調達先企業のチ

ェック記録などを調達先企業から提出させ、受注メーカにてこれを確認す

ることとしているが、受注メーカはこれらの確認を行わなかった。 
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（４）解析業務にかかる契約上の要求事項について 

 ・許認可解析業務の場合、受注メーカ及び調達先企業において入力根拠書・

チェックシート・入出力値等の実施記録を作成することが通例であるが、

受注メーカは調達先企業との契約において、これらを要求しなかった。調

達先企業はチェックシート等の許認可解析業務の実施状況の報告を行う必

要ながかったため、厳格にチェックを行わなかった。 

 ・当社は受注メーカとの契約において、許認可解析業務を実施する場合には、

解析毎に入力根拠書・チェックシート・入出力値等の実施記録を作成し、

許認可解析の実施状況の報告を行うことを要求していた。一方受注メーカ

は、今回の解析が許認可解析業務には該当しないと解釈したため、調達先

企業との契約要求事項にこれを含めず、受注メーカで実施した解析業務及

び調達先企業で実施した解析業務における実施状況の確認を行わなかった。 

 ・当社共通仕様書においては、許認可解析業務を「原子炉設置（変更）許可

申請書や工事計画認可申請書等に記載される解析結果や、行政文書に基づ

き提出する解析業務」と定義している。これに対し受注メーカは、今回の

解析業務は、行政文書に基づき提出する解析業務であることを把握してい

るにもかかわらず、原子炉設置（変更）許可申請書、工事計画認可申請書

でないことから、当社にその解釈を確認することなく、今回の解析業務が

許認可解析業務の定義に該当しないと判断した。 

 

（５）他の調達先企業における解析業務状況について 

 ・受注メーカは他の調達先企業に対しても契約上に許認可解析に係る記録の

作成、実施状況の報告等を要求しなかったが、他の調達先企業においては、

解析入力データ等の確認を企業内独自に行っており、類似の誤りは確認さ

れなかった。 

 ・他の調達先企業が担当した評価項目においては、過去にほぼ同様の設備に

対する評価・解析の実績があり、コンクリートモジュールに見受けられる

新規性は確認されなかった。 

 

（６）当社の受注メーカに対する確認について 

 ・当社は、受注メーカに対して許認可解析業務の実施状況を調査することを

通例としているが、当該契約において入力根拠書、チェックシート等の記

録の作成及び解析業務の実施状況の報告を要求していたことから、受注メ

ーカ及び調達先企業は適切に解析業務を実施していると思いこみ、自ら受

注メーカに対し、許認可解析業務の実施状況調査を実施しなかった。 
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６．１．２ 原因分析の結果 

  状況調査の結果から入力データ等の誤りに対する原因は以下事項が起因し

ていると考える。 

（１）受注メーカ・調達先企業について（4.1、5.2(1)(2)に係る原因） 

・調達先企業は、入力データの誤りについて、データ修正の際に最新でない

図面を使用して修正指示を行ったため、指示範囲以外の箇所の誤った修正

を発生させてしまった。 

・調達先企業は、実施した解析業務に対し、抜き取りによる確認を行ってお

り、適切なデータの確認がなされていなかったために、今回の誤りを確認

することができなかった。 

・受注メーカ及び調達先企業は、コンクリートモジュールの新規性を考慮し

た業務量及びスケジュールの計画立案ができていなかったため、調達先企

業のデータ確認に必要な期間・人的リソースが不足し、解析データや転記

の確認について抜き取りにより行うに至った。 

・受注メーカは、当社との契約上の要求事項である入力根拠書・チェックシ

ート・入出力値等の解析実施記録の作成及び解析業務の実施状況の報告等

を、調達先企業との契約上の要求事項に含めず、かつ調達先企業の解析業

務の実施状況を確認しなかったために、調達先企業の解析業務の実施状況

が適切でないことを確認した上で是正を指示することができなかった。 

・上記要因が発生した背後要因としては、受注メーカ及び調達先企業の許認

可解析業務に対する認識の誤りが介在していると考えられる。受注メーカ

及び調達先企業については、近年当社において原子炉設置（変更）許可申

請書や工事計画認可申請書等の許認可解析業務に携わった実績が殆どなか

ったため、許認可解析業務に対するこれまでの経緯、重要性等に対する認

識が低かったものと考えられる。 

（２）当社について 

・当社は、受注メーカとの契約上、許認可解析業務の実施状況の報告等を要

求事項に含めていたが、当社自ら受注メーカに対し解析業務実施状況の調

査を行わなかったために、受注メーカ及び調達先企業において、実施状況

が適切でないことを確認した上で是正を指示することができなかった。

（4.1、5.2(1)(2)に係る原因） 

 ・当社は、報告書記載の確認において、他の図書から転記している記載箇所

に対してエビデンス資料と照らし合わせた確認を、また手計算を行ってい

る箇所について手計算結果の確認を行っていなかったために、今回の報告

書記載の誤りを確認することができなかった。（4.2、5.2(3)(4)に係る原因） 

・上記要因が発生した背後要因としては、本来実施すべき許認可解析業務の
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実施状況調査や報告書記載内容の確認を怠った担当部所の許認可業務に対

する認識の誤りが介在していると考えられる。 

（添付資料－７） 

 

６．２ 再発防止対策 

６．２．１ 受注メーカ及び調達先企業における再発防止対策 

原因分析の結果から、再発防止のためには、データ授受に係る変更管理の

徹底、解析データ・転記記載事項の確認の徹底、新規性を鑑みた業務計画立

案の是正、許認可解析業務に対する認識の是正が必要であるため、以下対策

を講ずることとする。 

 ・解析実施の際の外注先へのデータ変更管理について、変更を行った成果品

の納入時のチェック項目、データ管理方法等を業務実施要領書に記載する。 

 ・入出力データの確認は抜き取りではなく、全数の妥当性を検証する。 

 ・行政文書に基づき提出する書類に係る解析業務については、調達先企業も

含めた解析業務に対し、入力根拠書・チェックシート・入出力値等の解析

実施記録の作成及び解析業務の実施状況の報告等の要求事項を遵守する。 

 ・複雑な構造物の解析については、方針の策定等において専門家の参加やデ

ザインレビューの実施等により、リスクの低減を検討する。 

 ・上記事項を社内規定に反映するなどルール化する。 

 

６．２．２ 当社における再発防止対策 

原因分析の結果から、再発防止のためには、許認可解析業務の実施状況調

査の徹底、報告書記載事項の確認の徹底、契約要求事項の明確化が必要なこ

とから、以下対策を講ずることとする。 

・「福島第一原子力発電所第１～４号機に対する「中期的安全確保の考え方」

に基づく施設運営計画に係る報告書」の申請書類に解析結果の記載がある

場合には、原子炉設置（変更）許可申請書や工事計画認可申請書に記載さ

れる解析結果と同様に解析実施状況の調査を行う。また、この調査を通じ

て受注メーカ及び調達先企業の再発防止対策が適切に実施されていること

を確認する。 

・「福島第一原子力発電所第１～４号機に対する「中期的安全確保の考え方」

に基づく施設運営計画に係る報告書」を改訂または変更する場合の報告書

の確認においては、転記元のエビデンス資料に照らして正しく転記されて

いること、手計算結果に誤りがないことを含めて確認することとする。 

・許認可解析業務が発生する場合には、共通仕様書のみならず、追加仕様書

においても許認可解析業務に該当する旨を記載し、要求事項の明確化を図
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る。 

 

具体的には、「福島第一原子力発電所第１～４号機に対する「中期的安全確

保の考え方」に基づく施設運営計画に係る報告書」に係る解析業務において、

原子炉設置（変更）許可申請書や工事計画認可申請書に係る解析業務と同様

に解析実施状況の調査を行うこと、追加仕様書に許認可解析業務に該当する

ことを明記することについて、社内指示文書にて指示することで、当社社員

の対応を確実なものにする。 

 

 

７．まとめ 

・福島第一原子力発電所第１～４号機に対する「中期的安全確保の考え方」に

基づく施設運営計画に係る報告書（その２）（改訂２）の変更」のうち使用済

燃料乾式キャスク仮保管設備の構造強度及び耐震性評価における入力データ

誤り及び転記の誤りが確認された。 

・再点検の結果、新たに１件の表計算の誤り（５箇所）及び１２件の転記等の

誤り（２８箇所）が確認されたため、正しい記載に修正し、補正申請を行う

こととする。 

・上記誤りに対し、正しい値において、評価結果に影響がないことを確認した。 

・誤りに波及して再評価が必要となった評価事項が２件確認された。再評価は

期間を要するため、評価結果を確認の上、報告書の記載に変更が生じる場合

には、改めて補正申請を行うこととする。 

・誤りの発生は主に以下事項に起因している。 

・調達先企業におけるデータ変更管理が適切に行われなかった。 

・調達先企業におけるデータの確認が適切に行われなかった。 

・受注メーカにおける解析実施状況の確認及び調達先への契約上の要求が

適切に行われなかった。 

・当社における解析実施状況の確認が適切に行われなかった。 

・当社における報告書記載事項の確認が適切に行われなかった。 

・再発防止対策として、以下事項を実施する。 

  ・受注メーカ、調達先企業におけるデータの変更管理、解析データの確認、

転記記載事項の確認の徹底 

・受注メーカの調達先企業に対する解析実施状況調査の徹底 

・当社の受注メーカに対する解析実施状況調査の徹底 

・当社の報告書記載事項の確認の徹底 

以上 
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【添 付 資 料】 

 

 

添付資料－１  コンクリートモジュールの構造強度及び耐震性評価における

入力データの誤りの概要について 

 

添付資料－２  クレーンの基準地震動Ｓｓに対する波及的影響の評価におけ

る転記の誤りの概要について 

 

添付資料－３  入力条件の誤り及び転記の誤りに係る評価結果への影響につ

いて 

 

添付資料－４  再点検結果及び再点検によって確認された誤りの概要につい

て 

 

添付資料－５  使用済燃料乾式キャスク仮保管設備の安全評価に係る実施体

制の概要について 
 

添付資料－６  入力誤り発生時の状況について 

 

 

添付資料－７  業務フロー上における問題点の箇所について 
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 添付資料－１ 

 

コンクリートモジュールの構造強度及び耐震性評価における 

入力データの誤りの概要について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三次元ＦＥＭモデルによる応力評価

入力データに誤り

評価結果

・コンクリートにかかる応力

・ボルトにかかる応力

・プレートにかかる応力

接合金物の厚みが6mmの
ところを9mmと入力

金物ベースの厚みが19mmの
ところを22mmと入力

評価結果が異なる箇所

構造強度評価

耐震性評価

ひさしの張り出しが 100mm
のところを 0mm と入力 
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 添付資料－２ 

 

クレーンの基準地震動Ｓｓに対する波及的影響の評価における 

転記の誤りの概要について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計用加速度

各部位の発生応力

地表面時刻歴データ
地表面加速度応力スペクトル

固有周期

数値の記載ミス

記載の誤りが
あったデータ
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 添付資料－３ 

 

入力条件の誤り及び転記の誤りに係る評価結果への影響について 

 

＜コンクリートモジュールの構造強度及び耐震性評価＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜クレーンの基準地震動Ｓｓに対する波及的影響の評価＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の誤りが
あったデータ

2.464→2.43 1.483→1.60
1.312→1.38

139.6 →146 115.6→115
48.8 →51 73 →76
141 →148 175.1→174

73 →76

正しい転記の値

正しい転記の値

再評価結果

ＯＫ69.5N/mm2

ＯＫ23.9N/mm2

ＯＫ20.1kNm

ＯＫ9.79kNm

ＯＫ50.7kN

ＯＫ78.6N/mm2

ＯＫ107N/mm2

ＯＫ35.6kN

ＯＫ21.9kN

ＯＫ45.3kN

ＯＫ54.0kN

ＯＫ25.5kN

評価結果計算値

ＯＫ69.5N/mm2

ＯＫ23.9N/mm2

ＯＫ20.1kNm

ＯＫ9.79kNm

ＯＫ50.7kN

ＯＫ78.6N/mm2

ＯＫ107N/mm2

ＯＫ35.6kN

ＯＫ21.9kN

ＯＫ45.3kN

ＯＫ54.0kN

ＯＫ25.5kN

評価結果計算値

評価結果が異なる箇所

ＯＫ7.23kNm

ＯＫ8.11kNm

評価結果計算値

ＯＫ7.23kNm

ＯＫ8.11kNm

評価結果計算値

再評価結果

構造強度評価

耐震性評価
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 添付資料－４ 

 

再点検結果及び再点検によって確認された誤りの概要について 

 

【再点検結果】 

 

表 再点検結果一覧表 

計算箇所
の有無

転記箇所
の有無

入力データ
の確認

出力データ
の確認

報告書記載
事項の確認

1 キャスク仮保管設備の概要 無 有 － － ＯＫ

2 評価の基本方針 無 有 － － ＯＫ

3.1.1 乾式キャスクの除熱機能 無 有 － － ＯＫ

3.1.2 コンクリートモジュールの除熱機能 有 有 ＯＫ ＯＫ ＯＫ

3.2 密封機能 無 有 － － ＯＫ

3.3 遮へい機能 無 有 － － ＯＫ

3.4 臨界防止機能 無 有 － － ＯＫ

3.5.1 乾式キャスクの構造強度 無 有 － － ＯＫ

3.5.2 コンクリートモジュールの構造強度 有 有 ＯＫ ＯＫ ＯＫ

3.5.3 クレーンの構造強度 有 有 ＯＫ ＯＫ ＯＫ

3.5.4 コンクリート基礎の構造強度 有 有 再評価 ＮＧ(2) ＯＫ
*

3.6.1 耐震設計方針 無 有 － － ＮＧ(4)

3.6.2 乾式キャスクの耐震性 無 有 － － ＮＧ(3)

3.6.3 キャスク支持架台の耐震性 有 有 ＯＫ ＯＫ ＯＫ

3.6.4 コンクリートモジュールの耐震性 有 有 ＮＧ(1) ＮＧ(2) ＯＫ
*

3.6.5 ｸﾚｰﾝの基準地震動Ssに対する波及的影響 有 有 ＯＫ ＯＫ ＯＫ

3.6.6 コンクリート基礎の耐震性 有 有 再評価 ＮＧ(2) ＯＫ
*

3.7.1 落下防止対策 無 無 － － －

3.7.2 管理・運用 無 有 － － ＯＫ

4.1 異常事象の抽出 無 有 － － ＯＫ

4.2 異常事象の評価 無 有 － － ＮＧ(3)

５．使用済燃料乾式キャスク仮保管設備
添付資料－３キャスク仮保管設備の安全機能に関

する説明書

記載内容 確認内容

 

 

ＮＧ(1)：表計算ソフトにおける入力計算式の誤り 

ＮＧ(2)：出力データから受注メーカ作成の評価書への転記の誤り 

ＮＧ(3)：引用図書から報告書への転記の誤り 

ＮＧ(4)：手計算の誤り 

再評価：誤りに波及して再評価が必要 

 

＊受注メーカ作成の評価書から報告書への転記に誤りはなかったが、受注メーカ作成の 

評価書の記載が誤っていたため、結果して報告書の記載も誤っていた。 
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（１）表計算ソフトにおける入力計算式の誤りについて 

 

コンクリートモジュールの耐震性 

 

 

 

＜表計算ソフトによる計算範囲の誤り箇所＞ 

 

 

 

 

 

 

54.0→67.0 

45.3→47.5 

21.9→20.7 

35.6→36.7 

50.7→64.4 

正しい計算の値 

① ② ③

⑦ ⑧ ⑨

④ ⑤ ⑥

⑩ ⑪ ⑫ ⑬

22 ⑧⑤①⑪  → 22 ⑧⑤②⑪   
22 ⑨⑥①⑫  → 22 ⑨⑥③⑫   

又 22 ⑫⑪⑬  のため、⑬の数値を報告書に記載したため 

誤りが発生した。 

正しい計算式 

誤りのあった記載 
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（２）出力データから受注メーカ作成の評価書への転記の誤りについて 

 

コンクリート基礎の構造強度及び耐震性評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

正しい転記の値 
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正しい転記の値 
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正しい転記の値 
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正しい転記の値 
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正しい転記の値 
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コンクリートモジュールの耐震性 

 

正しい転記の値 

20096→20066 
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（３）引用図書から報告書への転記の誤りについて 

 

乾式キャスクの耐震性評価 

＜設計加速度の記載の誤り＞ 

 
 

＜許容応力の記載の誤り＞ 

 

 

＜部位名称の記載の誤り＞ 

 

正しい転記の値 

0.72→0.55 

0.29→0.23 

645→649 

正しい転記の値 

ボス溶接部→ 

バスケット 

サポート取付け

ボルト溶接部 

正しい転記の記載 
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異常事象の評価 

＜計算式記号の誤り＞ 

 

 

 

＜支持架台重量記載の誤り＞ 

 

 

 

 

Ｖ2＋M→ 
v2＋m 

正しい転記の記載 

16t→15t 

正しい転記の値 
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（４）手計算の誤りについて 

 

耐震設計方針 

＜地盤定数の記載の誤り＞ 

 

 

 

 

 

正しい転記の値 

2.731→2.679
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添付資料－５ 

 
使用済燃料乾式キャスク仮保管設備の安全評価に係る実施体制の概要について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１：受注メーカの所掌範囲 

 ・コンクリートモジュールの除熱評価 

 

※２：調達先企業１の所掌範囲 

 ・コンクリートモジュールの構造強度評価 

 ・コンクリートモジュールの耐震性評価 

 ・基礎の構造強度評価 

 ・基礎の耐震性評価 

 

※３：調達先企業２の所掌範囲 

 ・コンクリートモジュールの解析モデル作成 

 

※４：調達先企業３の所掌範囲 

 ・クレーンの基準地震動Ｓｓに対する波及的影響評価 

 

※５：調達先企業４の所掌範囲 

・支持架台（固定具）の耐震性評価 

当 社 

受注メーカ※１ 

調達先企業１※２ 調達先企業３※４ 調達先企業４※５ 

調達先企業２※３ 

：誤りのあった範囲
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添付資料－６ 

入力誤り発生時の状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調達先企業１受注メーカ 調達先企業２

［ｺﾝｸﾘｰﾄﾓｼﾞｭｰﾙ設計・評価］ ［ｺﾝｸﾘｰﾄﾓｼﾞｭｰﾙ解析ﾓﾃﾞﾙ作成］ 

設計・評価を指示 
設計・評価開始 

ﾓﾃﾞﾙ作成を指示 
ﾓﾃﾞﾙ作成 

ﾓﾃﾞﾙﾃﾞｰﾀ１データ確認・解析

評価 
ﾓﾃﾞﾙ修正を指示 

ﾓﾃﾞﾙ修正 

ﾓﾃﾞﾙﾃﾞｰﾀ２データ確認・解析

解析・評価 
ﾓﾃﾞﾙ修正を指示 

ﾓﾃﾞﾙ修正 

ﾓﾃﾞﾙﾃﾞｰﾀ３

確認 
必要に応じ 
修正を指示 

確認 
必要に応じ 
修正を指示 

複数回実施 

データ確認・解析

解析・評価 

評価書作成 

【発生要因②】
指示された箇所以外も
図面を見て修正してし
まった。（ベース金物厚
さを t=19 から 22 に変
更） 

【発生要因①】 
最新でない図面を使用して指
示した。（ベース金物厚さ
（t=22）が記載されていた。） 

入出力ﾃﾞｰﾀﾁｪｯｸ

確認 

【発生要因③】 
修正指示箇所のみチェ
ックを行っていた。 

【発生要因⑤】
全数ではなく抜き取り
チェックを行っていた。 

データ修正 【発生要因④】 
・接合金物厚さ（t=9→6）
の変更を一部し忘れた。 
・ひさしの張り出し寸法
（0→100）の変更を一部
し忘れた。 

ﾍﾞｰｽ金物 19mm 接合金物 9mm 

ﾍﾞｰｽ金物 22mm 接合金物 9mm 

ﾍﾞｰｽ金物 22mm 接合金物 6mm 
          一部 9mm 
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添付資料－７ 

業務フロー上における問題点の箇所について 

 

 

 

出典：「原子力施設における許認可申請等に係る解析業務の品質向上ガイドライン」 

   （平成 22 年 12 月 一般社団法人 日本原子力技術協会） 

 

 

  

 

 

 

 

【問題点】 

新規性考慮の不足 

【問題点】 

データ変更管理の

不備 

【問題点】 

入力データ・入力式

等の確認不足 

【問題点】 

転記記載事項の 

確認不足 

【問題点】 

解析業務実施状況

の確認不足 

【問題点】 

転記記載事項等の 

確認不足 

入力データ・

入力式の誤り

転記の誤り

転記の誤り

手計算の誤り


